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〔1〕 証券取引法監査制度の導入
さて，上述しました商特法により実施される会計監査人の監査よりも，約
四半世紀前の昭和23年4月13日に，証券取引法が制定されました。第二次世
界大戦後，わが国において公認会計士による強制監査が施行されるようにな
った母体の立法でありました。
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戦前においては，株式の所有は財閥など一部の人々に限られていました
が，占領軍であったアメリカが，戦後，わが国に対する政治・経済・社会・
教育等あらゆる制度にわたって強制的な民主化施策を推進した結果，とりわ
け，経済民主化の一環として，財閥を解体し，その所有株を市場に放出させ
ることになったのでした。
このことは，独占禁止・公正取引を確保することを最大の課題として，株
式会社の新設・増資による株券の発行を強力に押し進めることを意図したも
のでありました。
その結果として，市場に放出された株式は，一般大衆の間に広く分散され
ることとなりましたが，この投資家大衆は，証券取引に関する知識・経験に
乏しく，また投資した株式や投資しようとする発行会社の財政状態・経営成
績等の実態を調査する能力あるいは経済力を持たないのが普通でありましょ
う。そのため，投資家保護に万全の対策を構ずるには，株式等の有価証券の
取引が，一定の場所において，自由かつ公正な競争の下で行われるととも
に，有価証券の発行会社の業績等を常に公開させることによって，投資家に
正しい投資判断を可能ならしめるような情報を提供させる制度の確立が緊急
事となったのでした。以上のような趣旨に基づきまして「証券取引法」が制
定されるのですが，その第一条において「国民経済の適切な運営及び投資者
の保護に資するため，有価証券の発行及び売買その他の取引を公正ならし
め，且つ，有価証券の流通を円滑ならしめること」を目的に謳っており，こ
の条項を出発点にして，以下，企業内容の開示と会計士による監査制度の確
立のための要件を明示しているのであります。すなわち，この証券取引法の
規定は，①有価証券届出制度と同報告制度，②証券会社・証券業協会・証券
取引所など証券市場の機構に関わるもの，⑧罰則など法の運用に関わるも
の，に大別されています。
〔2) 証券取引法監査制度の沿革
証券取引法の制定に伴い，その行政機関として，昭和23年に大蔵省外局で
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あります証券取引委員会が発足したのですが，昭和27年の行政機構の改革に
伴って廃止され，同委員会の権限は大蔵大臣に委譲され，その事務担当は理
財局に委ねられました。その後，昭和39年，証券局の新設を機に，所管を当
局に移して現在に及んでおります。
この証券取引法の制定によりまして，いよいよ，職業会計士による監査制
度の準備が整い，証券取引法監査を実施する公認会計士の資格要件等を規定
する必要から，昭和23年に「公認会計士法」が公布施行され，翌24年には第
一回目の公認会計士試験が実施されました。
監査実施の主体であります公認会計士の資格等を律する法律の制定ととも
に，一つは，企業の採用する「会計処理の原則及び手続き並びに財務諸表の
表示方法」を公正ならしめるために， 昭和24年に「企業会計原則」および
「財務諸表準則」が制定され，とりわけ証券取引法の規定により大蔵大臣に
提出され公認会計士監査の対象となる財務諸表についての，用語・様式およ
び作成方法を定めた「財務諸表等規則」も同年に公布されました。
この後，昭和37年に「原価計算基準」が設定されます。さらにもう一つ
は，公認会計士の監査の拠り所を与えるものとして，昭和25年「監査基準・
準則」が設定され，昭和41年には「監査報告準則」が準備されることとなり
ますが，他方において，証券取引法監査の指針として，「証券取引法第193条
ノ2」に基づく「財務諸表等の監査証明に関する大蔵省令」が公布されてお
ります。
しかし，わが国においては，監査担当の公認会計士自身も，また監査を受
ける会社側の受け入れ体制も，監査については全くの未経験であるため，当
初から正規の財務諸表監査を実施するのは，時期尚早と判断された結果，当
分の間は，会社の受け入れ体制の整備充実を計り，かつ公認会計士に熟練の
機会を与える目的で，会計制度の整備および運用の状況を検査するに止めた
のでした。
このようにして，昭和26年7月1日から始まる監査は「制度監査」と称さ
れて，昭和32年1月1日以降に始まる，正規の財務諸表監査まで続く訳で
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す。この制度監査は，初年度監査に始まり第5次正常監査にまで至るのです
が，監査対象会社は資本金1億円以上の株式上場会社であって有価証券を 5
千万円以上募集し，または 1千万円以上売り出した会社（金融機関を除く）
の会計制度の整備および運用状況に始まり，資産・負債のみの内容の整備に
終わっており，いわば，会計制度の検査から貸借対照表項目にのみ範囲を拡
大した監査にすぎませんでした。
このように，わが国では，昭和26年に始まる，会計制度監査という予備的
監査から 5年を費やして，徐々にその監査範囲を拡大し，やがて昭和32年に
入ってから，財務諸表全般についての適正性を証明する財務諸表監査に移行
したのです。その後は，昭和36年に証券取引法の改正がなされ，有価証券の
募集または売りだしの届け出をしようとする会社も監査の対象となり，さら
に第二部市場もこの年に開設されることとなったのです。
しかし，その後において，昭和39年から同40年にかけての中堅企業の倒産
（山陽特殊製鋼・サンウープ・日本特殊製鋼・日本繊維工業等）や粉飾決算
事件を契機として監査制度の強化立て直しの施策が図られます。すなわち，
①昭和40年9月の「監査実施準則」の改定と，それに引き続いての，昭和41
年4月の「監査基準および監査報告準則」の改定です。監査手続においては
実施棚卸の立会・売掛金の確認・実質的支配従属会社への往査の強制，また
監査報告においては，これら重要な監査手続を省略した場合の表示・不適正
意見と意見差控との明確な区分を求めています。
さらに，R昭和41年6月の「公認会計士法」改正があります。公認会計士
の共同組織体としての監査法人制度を導入したことと，「日本公認会計士協
会」を強制加入組織に改組したのが大きな改革でした。監査法人の設立によ
りまして，会計事務所の規模を欧米並みに拡大し組織的監査によって監査業
務の質を向上させ，過当競争の自主的規制に抑制を加え，公認会計士の独立
性強化を図って，公正な監査の実現を目指すことになったのです。
次に，重要な改正は，⑧昭和46年3月に行われました。虚偽の有価証券届
出書を提出した場合における発行会社のみならず，引受証券会社・公認会計
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士に至るまで，関係者の民事責任・刑事責任の一層の強化を図り，さらに上
場会社のみならず，店頭売買銘柄として証券業協会に登録されている発行会
社のすべてに対して有価証券報告書の提出を義務づけています。
また，事業年度が1年の上場会社は，半期報告書を提出することとなりま
したが，その後，④昭和49年の商法改正で中間配当が認められ， それに伴
ぃ，殆どの会社の事業年度が 1年となり，半期報告書の重要性が高まりまし
たことから，⑥昭和5Z年3月に「中間財務諸表作成基準」と「中間財務諸表
監査基準」が企業会計審議会によって公表された結果，公認会計士の監査証
明が中間監査にも要求されることとなったのです。
さらに付け加えますと，銀行に関しましては，大蔵省・日銀による監査が
早くより実施されていたのですが，昭和49年の商法改正を受けて，商特法の
みならず証券取引法に基づく監査が，昭和51年1月以降の開始年度から実施
されるようになりました。
〔3) 連結財務諸表監査の実施
さらに，正規の財務諸表監査の実施以来，最も画期的でありかつ懸案事項
とされていましたのは，昭和52年4月1日以降に始まる事業年度から実施さ
れることとなりました連結財務諸表監査制度です。
資本主義経済の発展につれて，企業が大規模化し，企業間の競争が激化す
るに伴い，企業の集団化が進んでまいります。法的には独立を保っていたと
しましても，資本の集合体である企業集団は，経済的には一つの組織体と見
倣されます。集団のなかの個々の企業がそれぞれ財務諸表を作成し，これを
公表したとしても，個別企業の経営実態は一応明らかにされはしますが，企
業集団全体の財政状態や経営成績を明らかにすることはできません。そのた
め，個々の企業が作成する財務諸表を基礎にした企業集団全体の決算を行
ぃ，企業集団を一つの会計主体とした財務諸表を作成しこれを公表すること
によって，企業集団全体の経済実体を監察することができるのです。
これまで，多くの会社が粉飾決算を行い，そのことによって倒産事件を生
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じさせてきました。近時の大きな企業の破綻は，関連会社を利用すること
で，歴年にわたる粉飾決算を重ね，その命脈を繋ぎ長引かせた結果，一層の
悲劇的終末を迎えるのが典型でした。集団的企業の倒産は，社会的にも重要
な影響を与えますので，これを予防し，常に正しい経営実態を保証する必要
から，企業集団に対する公正な監査の実施が要望されてきたのです。
そのため，改正された証券取引法の規定は，支配従属関係にあります二つ
以上の会社からなる企業集団を単一の組織体と見倣し，その財政状態と経営
成績を示す最近時年度の連結財務諸表を有価証券届出書および有価証券報告
書の添付書類として届け出ることを義務づけるとともに，公認会計士の監査
証明を要求しているのです。
これに連動して，企業会計審議会は，連結財務諸表監査との関係における
「監査実施準則」と「監査報告準則」の改定を，昭和51年7月に公表しまし
た。また，大蔵省も同年10月に，省令をもって「連結財務諸表規則」の制定
と「財務諸表等規則」・「監査証明省令」の改正を公表することにより，証券
取引法に基づく連結財務諸表監査制度実施の段階にはいったのです。
II. 公会計監査の現況
1. 官庁監査の沿革
さて，今日の経済社会において，経営活動の中核となっている私企業に
は，公認会計士または監査法人による監査制度が実施されていることについ
ては，すでに触れた通りですし，さらにまた，この私企業において監査が必
要とされるようになった理由についても，すでに申し上げた通りでございま
す。すなわち，監査要請への重要な要因としましては，各種各様にわたる利
害関係者が，その企業を取り巻いて，相互に利害の対立を見るに至りました
点にあることも，指摘申し上げておいた通りであります。
このような事情は，なにも企業のみをめぐって現れる現象ではありませ
ん。経済社会において，財の費消に，多かれ少なかれ関わって活動する組織
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である限り，必ず，それを取り巻いて利害関係者の集団が生じてくるので
す。
例えば，国家の政府の行う活動を始めとし，地方自治体である都道府県市
町村の行う活動も，すべて財の費消の上に成り立っております。国家や地方
自治体の，このような財の費消を支えている原資を提供している多くの部分
は，国民や市民等が納付する国税や地方税によって占められています。主と
して，金銭という財を行政機関に提供することによって，国民は，自らの体
や財産の安全保障を国家に担保しているのです。
株式会社への財産委託者である株主や債権者の利益を擁護する一つの手段
として，商法や証券取引法に基づく監査制度があるように，国民の拠出した
税の管理ー一財政収入と財政支出の適正化ーーをめぐって行政府に対する監
査制度が確立しております。一般的には官庁監査制度（あるいは公会計監査
制度）と呼ばれているものですが，国の行政は，複雑かつ膨大ですので，そ
の財政収支も広範多岐にわたっており，これに伴い設置される監視機構も，
それに応じてかなり複雑な仕組みとならざるをえません。
ところで，わが国では，古くより，国の行政についての監察とか，会計の
監査に関しては，まがりなりにもある程度の制度の存在が認められます。明
治（元年=1868)4年には，太政官布告により監部課を設置することを規定
していますが，この課は，全国の官員の服務状況・不正行為の有無を探るた
めに，各行政機関の長から派遣されたお目付け役でありました。
さらに，監査を直接に所管する行政機関としては，明治13年には太政官に
直属の会計検査院が，明治19年には逓信省の中に監察課が，また，大正4年
には内務省の中に内務監察官が設置されていましたが，その監査対象は極め
て限られたものでありまして，充分な活動もなされないままに戦後を迎える
ことになります。
したがいまして，各行政機関に対する，有効かつ厳正な行政監察および監
査機能の実現は，一つには，昭和23年7月1日に，初めて行政管理庁（昭和
59年7月に総理府の一部と統合して総務庁に改組される）が設置されました
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ことと，二つには，昭和22年に会計検査院の組織・権限を定めた会計検査院
法が制定されたことによって可能となったわけです。
2. 会計検査院
この会計検査院の監査制度は，わが国における，公会計のみならず，私会
計の法定監査と比べても，最も古くより存在していた制度であるということ
ができます。明治13年に太政官に直属して設立されましたことは，すでに申
し上げた通りですが，明治22年に，旧憲法が制定されるに及び，当時の立憲
政体にふさわしい憲法上の必要機関に改組され，それ以来，新憲法下の現在
に引き継がれているのであります。
会計検査院は，国の収入支出の決算を検査し，国会に提出すぺき検査報告
書を作成する任務をもっており，他の行政機関や内閣から独立している国家
機関であるといえるでしょう。
「日本国憲法90条」によれば「国の収入支出の決算は，すぺて毎年会計検
査院がこれを検査し，内閣は，次の年度に，その検査報告とともにこれを国
会に提出しなければならない」と規定していますように，会計検査院の行う
業務の中核は，もう一つの国の制度とされている行政監察（これは，会計に
限らず，業務全般の効率性や合目的性についてまで，その監査権限を広範に
与えられている）に比べると，財務会計処理を専らの対象とするものであり
まして，その任務は，主として，会計の合法性と合目的性の検討と評価にあ
るといえましょう。したがって，一般的な解釈としましては，効率性判断に
までおよばないとされております。
さらに， 会計検査院の地位については，「会計検査院法」第 1条において
「会計検査院は内閣に対して独立の地位を有する」とありまして，強力な保
護の下に置かれています。監査の最も重要な生命であり，何者にも侵される
ことのない独立性を保証されているのです。
これに比較しますと，行政監察を指揮している総務庁は，独立性という点
からいいますと，内閣に直属しています上に，監査される対象としての各省
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庁と同格のレベルに位置づけられているため，いわば，政府部内における内
部監査として特徴づけられるでしょう。それに反しまして，この会計検査院
は，監査対象としての組織とは全くの別組織として機能しており，その権限
は，独立の立場にたって行使できるよう，憲法によって保証を与えられてい
るところの外部監査機関であるということができるでしょう。
3. 地方自治体監査制度
(1) 監査委員制度の意義
上記において，国の財政に関わる監査制度の一つであります会計検査院に
ついて申し上げましたが．もう一つの．特徴ある監査制度として，地方公共
団体に対する監査がございます。
この，わが国の地方自治体監査制度は，明治21年に近代的な地方自治制度
が発足したのと同時にまがりなりにも実施されてまいりました。すなわち，
府県制（明治23年）市制•町村制（明治44年）の施行に当たっては，住民の
代表であるそれぞれの議会に対して，執行機関への監査権限を付与していま
した。その他にも，地方自治体としては，水道・電車・自動車事業等の公営
事業を営む関係から，調査課や考査課をおいて自ら内部監査を実施している
ところもありました。
しかし，昭和18年の地方自治制度の改正に伴い，戦時態勢を確立するため
に，自治行政もまた能率的な運営の見地から強力な中央集権の下に再編成さ
れて，それまでの地方自治権拡張の方向に終止符が打たれたのです。府県の
みならず，市町村に至るまで，戦時国策に沿った機関となり，自治団体とし
ての活動は殆どその自主性を喪失してしまったといえるでしょう。
一般に，わが国の地方自治制は，明治憲法の成立とともに，近代的な体制
を与えられて今日に至っているのですが，幾多の変遷を経たとはいえ，第二
次世界大戦終結に至るまでは，旧憲法に象徴されるように，中央集権的・官
治的色彩の濃厚な行政制度の一環としての性格が基本的でありました。その
後，終戦とともに，憲法が改正されわが国の政治体制が民主化されるに伴
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ぃ，その国政民主化の基盤ともなるぺき地方自治制の強化拡充が重要な国の
施策としてとりあげられるようになったのです。
さて，現行の地方自治制度は，戦時中に強化された中央集権体制を打破
し，民主的な行政を法制化するにあたり，戦後国内体制の民主化のなかでも
その改革が先鋭的に進んだ部分であり，新憲法に設けられた地方自治の条項
の主旨に則りながら，その公布（昭和22.5.3)に先立つ，府県制・市制およ
ぴ町村制の一部改正（昭和21.9. 27)と地方自治法の制定（昭和22.4.17)に
よって出発したのです。
この地方自治法の制定によって，地公方共団体の行政の監査を担当する監
査機関としての監査委員が置かれたのです。
記述のように，戦前における地方公共団体の監査については，議会による
監査のほか自らの執行機関のなかにも考査課などの内部監査部門を持つもの
もありましたが，特に昭和18年の地方自治制の改正によって，国の施策実現
の道具として府県市町村は利用され，自治団体としての実を失い，わずかに
市町村における議会の行政監査が認められていたとはいえ，議決機関による
自主的な監査はなくなり，国家の後見的，権力的監督が直結する体制になっ
たのでした。
このように，地方公共団体の戦前における自主的な監査制度は極めて不備
でありましたが，戦後の地方自治制度にあっては，地方自治の拡充と地方行
政の公正の確保を目的として監査委員制度が設置されるに至り，その運営は
従来の国の監督中心方式から地方公共団体の自主的査監に委ねられることと
なりました。すなわち，監査委員による地方自治監査制度が地方自治制度の
一つの重要な柱として位置づけられたのであります。
さて，監査委員による監査とは，それではどのような理念に基づいて実施
されるのかが問われなければなりません。監査は，通常，それを必要とする
組織の目的によって規制されるものとするならば，地方自治行政のあるべき
姿がまず，求められるべきでありましょう。
したがって，この地方自治制度は， 日本国憲法第92条に基づいて， (1)地方
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公共団体の自主性・自律性の強化， (2)自治行政に対する住民参政の拡充， (3)
地方公共団体の行政執行における公正と能率の確保，を基本理念として運営
を図られねばならない。したがって，民主的な地方自治制度の確立を図り，
質量ともに拡充の一途を辿る地方公共団体の事務事業の適正化のためには，
当然のことながら，その実化に寄与すべき方策としての信頼性ある監査の制
度が確立されねばなりません。すなわち，地方公共団体の監査制度の意義は
次のように纏めることができます。
1. 地方公共団体の自主性・自律性確保のための監査—地方公共団体がそ
れぞれの地域における総合的な行政主体としての機能を適法かつ妥当性をも
って果たしていくことが，自らの自主性と自律性を強化し，確保することに
繋がっていきます。地方自治の，このような強化は，とりもなおさず，国の
包括的，統制的な監督権を排除することになり，当然これに変わるものとし
ての，住民の手による自治監査機構の整備を促すこととなります。ここに，
地方公共団体の自主性・自律性を保障するための監査委員制度の存在意義が
あるということができるでしょう。
2. 自治行政に対する住民参政を支える監査—自治行政を自治監査に委ね
ること，すなわち，監査委員が監査結果として行政のありのままの姿を住民
の前に公表することによって，住民は行政に対する批判の材料を提供される
ことになり，行政執行の公正と効率の確保が住民の監視の下で保障されるこ
とになります。このような監査の結果は，地方行政に対する住民の知識と理
解を深め，さらに自治体への関心と信頼を高めることによって，住民の自治
意識を強化することに繋がっていくのです。
3. 地方公共団体の行政執行における公正と能率を保障する監査一―地方公
共団体の長・議会• その他の機関や関係者のすべてが，公正かつ能率的な行
政運営の実現に努力することを義務づけられています。住民の福祉増進に寄
与するための各種の事務，事業の経営について，その経済性・合理性を確保
することが地方公共団体の重要な役割でありますが，このような施策が能率
よく公正に実施されているかどうかを監視することが大切です。とくに，近
88(420) 第 36巻第 4 号
年， 「オンプズマン制度の導入」や「行財政改革」などに関連して，地方公
共団体の公正かつ能率的な行財政運営について議論されるようになりました
が，このような状況のなかにあって，監査委員制度の役割もまた大きな転換
期に差し掛かっているということができます。
〔2〕 監査委員制度の沿革
戦前における地方公共団体の行政に関する監査機構としては，既述のごと
く，議会の持つ監査権の他に執行機関のなかにおける考査役（昭和18年改正
により内務大臣の指定する市に置かれた市長直属の監査機関）制度などの内
部監査が認められてはおりましたが，地方公共団体の事務，事業の公正や能
率を確保するための自治監査としては極めて不完全なものにすぎず，むしろ
国家の強権的かつ後見的監督に頼るのが実態でありました。
戦後，地方公共団体の事業が急激に拡大し，それにともなう専門的技術的
事務が増加するようになりましたが，とくに公営企業の進展と拡大は効率的
な管理の運営を果たさねばならず，地方公共団体にとっては監査の機能を強
化することが重要な課題となります。地方自治の強化を目指すこのような方
向は，必然的に国家の監督を排除することに繋がるため，これに伴う自治的
な監査機構を当然整備する必要に迫られます。それに新たな制度として，住
民の監査請求権が認められたことも自治的監査機構の確立を急がせる起因と
なりました。
このような要請に応じて，これまでの議会による監査が専門的でなくまた
能率にも欠けるなどの短所や，内部監査としての考査役が市長に従属するた
め実効を収めることができないといった欠陥を補うために，首長の公選制に
伴い，監査の公正を期する目的から，首長の指揮監督の外にある独立の機関
として，議員および学識経験者より選ばれた監査委員制度が設けられたので
す。
この監査委員制度は，昭和21.9. 27 の府県制・市制•町村制の一部改正に
伴い， 民主主義的行政を地方制度の上に盛ることが企図されるや， 選挙管
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理委員会と並んで逸早く採用されたところから始まりましたが， 続く昭和
22.4.17の地方自治法の制定によって継承されて， 監査委員は地方公共団体
の執行機関の一つであることが明定され，職務上の独立機関としての地位が
明らかにされたのです。その後，この地方自治法は，住民による監査請求権
の認知，納税者訴訟制度の採用，補助金等財政援助の増大，地方公営企業法
の交付など地方財政の膨張や複雑化に伴って，数次にわたる改正が重ねられ
て，監査委員制度も漸次その機構の整備と権限の拡大の方向を辿りつつ今日
に及んでいるのです。
(3〕 監査委員監査の性格
現在，一般の企業において行われている監査の形態に，外部監査と内部監
査があります。前者は，企業の外部から独立性を持った専門の職業監査人
（監査法人または公認会計士）によって法的な強制の下に実施される商法監
査や証券取引法監査に代表されますが，監査の目標は，決算書類の適法性の
有無であって，会計諸帳簿の照合，資産・負債の実査や確認などの手続を経
て，会計処理の適否についての批判を行うことにあり，その性格は，いわゆ
る会計監査を主な任務としているということができます。後者は，企業の内
部において，企業の自由意志に基づいて設置される監査組織であって， トッ
プマネージメント・コントロールの運営を適切に実施できるように，内部統
制機能の一つとしての働きを持ったものです。その監査の目標は経営方針実
現の程度，業務の合理的・能率的運用，経費節減などその他経営活動全領域
にわたる適否を指摘するとともに，改善を要する点があればこれを明らかに
し，改善方法について助言をなし指導を加えることを主な任務としており業
務監査ないし経営監査としての性格をもつものといえるでありましょう。
大企業においては，上記のように内部統制の一環としての内部監査の存在
とともに，公認会計士による外部監査を受けるべき義務をもっており，それ
によって株主・債権者その他の利害関係者の利益を保護する措置がこうぜら
れております。
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他方，地方公共団体にあっては，外部監査としては，主務大臣や会計検査
院等外部の機関から補助金や機関委任事務等に関わって部分的な監査を受け
ることがありますが，地方公共団体自体としての全般的な監査は，原則とし
て監査委員によって行われることになります。この監査委員の任務は，当該
地方公共団体の財務を中心とする事務事業を，住民に代わって事後的に常時
監査することによって，その結果を住民に公表し，行政運営の公正と能率に
ついての社会的信頼を確立することにあります。その点において監査委員の
監査は，住民の利益擁護を図る立場から行う外部監査としての性格を持つも
のといえるでありましょう。
しかしながら，また，この監査制度運営の精神は，首長の行政運営の適法
性や妥当性を保証し，公正で合理的かつ効率的な業務を達成できるように，
いわばトップとしての首長のマネージコントロールの役割をも果たしている
のです。単に，首長に対し批判的な監査意見のみを述べるのではなく，事務
事業の経営についてその経済性・合理性を確保するため，事務事業の改善に
資するような指導監査の面が強くあらわれている点では，内部監査としての
性格をも兼ね備えていると考えることができます。
〔4) 監査委員の役割と特質
行政機関としての監査委員—地方自治法によれば，地方公共団体の業務
執行権は全てを首長に集中させることなく，長以外に，行政機関としての委
員会および委員をおいて，執行権を分散する建前を採っております。その一
つとされるのがこの監査委員であって，教育委員会・公安委員会等と同じ
く，行政機関として数人からなる委員により組織され，自らの責任において
行政の一部を担当しこれを執行しているのですが，他の行政機関と異なる特
質として，それぞれの行政機関に対してその事務事業の管理と監査を行う機
関であって，いわば行政機関相互間の牽制を果たすという役割を持っている
点を指摘することができるでしょう。
独立の執行機関としての監査委員ー一地方公共団体の長との関係について
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いえば，監査委員は，長の指揮監督の及ばない独立した機関であるという点
において，選挙管理委員会や人事委員会等の行政委員と同じ性格を持つもの
ですが，その職務権限が，事務執行の適法・妥当性を認証し，その責任の所
在を明確にすることを主眼としていますことから，職務執行の独立性が保障
されていて，長と監査委員との関係は相互侵害のないような法的調整が図ら
れているのです。
また，議会との関係についてみますと，監査委員は議会からも独立した機
関でありまして，前者は，後者の付属機関でもなもあるいは議会に付置さ
れている機関でもありません。両者の関係は，監査委員の監査結果が議会に
報告されることによって，議会がその監査の結果に基づき，自らの主体性に
おいて権限を行使するというものになるわけであります。
独任制の実働機関としての監査委員一ー監査委員は他の行政機関が行う財
務に関する事務の執行および経営に係る事業の管理を監査することを任務と
しておりますが，その職務権限は個々の監査委員が単独で行使しなければな
りません。それぞれの監査委員は，実働的機能を持ち，他の委員会や補助機
関に監査権限を委任することは許されていません。住民監査請求等，特殊な
監査のごとき職務上の特例事項を除けば，委員単独で行いうるいわゆる独任
制の機関として構成されている監査委員は，合議制を建前としている他の委
員会とは異なる特色を持つものといえるでしょう。
C 5) 監査委員の職務権限
監査委員は，地方公共団体の財務に関する事務の執行および地方公共団体
の経営にかかる事業の管理を監査することを基本的な職務とするものとされ
ており，その職務の内容は，かなりの広範囲におよんでいますが，全ての事
務・事業にわたって監査が許容されている訳ではなく法定主義に則って制限
列挙された権限の範囲が定められています。その範囲は上記の主旨に基づい
た，本来の職務権限と，必ずしも本来の職務権限とは言い難いにしても，付
随的に監査委員に与えられている職務権限とに区分できるでしょう。
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この中，本来の職務権限は，一般監査と特別監査に分けることができま
す。
一般監査は，監査委員の職権によって行う監査（自主的に行う監査）であ
り，さらにこれは，監査委員が毎会計年度少なくとも一回以上期日を定めて
行う定例監査と，監査委員が必要とするときにいつでも行うことのできる随
時監査とに区分されます。
また，特別監査は，住民や国都道府県市町村等の機関の長の要求をまって
行う監査で，地方自治法において，個別的に規定された監査委員の権限に基
づくものです。
4. 監査制度の将来像
公認会計士による私会計監査制度は，わが国においても，また諸外国にお
いても，多くの苦難の道を歩んできたと思います。ここでは，監査の歴史に
ついては，殆ど触れる所はありませんでしたが，経済恐慌や不況に襲われる
度に企業倒産が発生し，監査制度の有り方が問われることの繰り返しが，監
査の歴史ではなかったかと感じております。
監査基準は勿論のこと，監査手続の絶えざる改変の他，公認会計士に対す
る質的向上や独立性の強化など，歴史は，私企業についての監査制度の整備
を完成させようとしているかにみえます。わが国においても，証券取引法と
商法の両面からの整備，あるいは公認会計士側の質と量との充実によって，
監査制度に対する一般の理解も高まってきたことによって，将来への明るい
見通しが開けつつあるように感じます。
ところで，経済の発展の凄まじさは，企業の活動を本来の目的達成を越え
て，例えば財テクに狂奔させ，あるいは本国国民の監視から外れたところ
で，国家権力への癒着をさえ推し量れることのできるような，過渡の利潤の
追求に余念ないように見えます。かつてはロッキード事件で名を馳せた総理
大臣の汚職の問題は，多くの記憶にまだ残っているかと存じます。ときどき
新聞をにぎわし，水面下での汚濁が嗅い始めているものに，海外低開発国援
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助資金の問題があります。古くは，韓国への，最近ではフィリッビンやイン
ドむけの援助資金の使い道について，問題が指摘されつつあります。昨年の
会計検査院の検査報告において初めてODAの有り方に触れたことは重要な
意味をもつものであります。
また，目を国内に転じますと，東京においては都営地下鉄に纏わる談合入
札問題，大阪においては，大阪府水道部の架空接待に絡む公金無駄使い事件
や大阪市の公金詐取事件など，国や地方自治体がそれ自体で，または企業と
結び付いての不正が発覚するといった事件は，現在行われている監査制度と
どのような関係になるのでしょうか。
もともと，汚職といったものは，社会的な犯罪で，会計検査院・監査委員
は勿論公認会計士等の行う監査には必ずしも馴染むものとは言い難い一面も
あるのですが， しかし，最近では汚職の概念も，狭義の職権乱用や賄賂によ
る漬職罪のみに限らず，横領・背任・公文書偽造等も加えられて広義に使わ
れております。そうなりますと，これらの事件は根っこのところで財務運営
の妥当性に関わってまいりまして，会計監査の取り上げるべき領域に入って
まいるのです。
このように，例えば，賠償責任を問われるような汚職事件などは，会計検
査院・監査委員等においても取り扱かわなければならず，その結果としての
責任に関わる問題となりえましょう。そういう意味においては，国や地方自
治体に対してこれを監査する立場にある監査人は，汚職の発生には十分な問
題意識を，常に持ち続けることが大切であります。
さて，ここで監査委員について，いくつかの問題点を指摘しておきたいと
存じます。その一つは， 「監査委員の独立性の保障」についてです。勿論，
監査委員は，行政から独立を保障されている執行機関ではありますが，実体
的には，監査を受けなければならない地方自治体の長の任免の下におかれて
おり，しかも慣習的には，長の部下職員がずりあがる傾向が多いために，事
実の客観的認証機関としての機能を失い，政治的あるいは政策的判断を行使
する機関に堕しかねないとの，厳しい批判を受けがちであります。
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さらに，上記のこととも関連しますが，監査委員には，会計監査の専門家
が少ないということです。少々の出費が嵩もうとも， 「独立性を保持した公
認会計士」による厳しい監査の制度を導入することができるならば，いわゆ
るオンプスマン等による，住民監査の請求の形は変わったものとなっていた
に違いありません。
次に，二つ目の問題として「監査委員の権限の拡大」があります。現行の
制度におきましては， 会計検査官の監査対象が， 行政機関の収入と支出お
よび国の財産に掛かる変動に限られているのと同じように，監査委員の職務
が，地方公共団体の行っている経営にかかる事業の管理を別にすれば，やは
り地方公共団体の直接関わっている財務に関する事務の執行が監査の対象で
あって，行政に関する財務以外の業務については，監査権限を持たないと解
釈されたおります。
ところが，法解釈はそうでありましても，実際の監査にありましては，そ
の監査報告を分折してみます限りでは，行政面につきましても，行政水準と
その効果，教育水準とその効果，あるいは人事管理に至るまで，予算の裏付
けあるところ，その効果的利用の有無を理由に監査の対象としているのが，
殆どの状況であるように思えます。法的にもその方向での改善が望まれると
ころです。
さて，最後に取り上げたい問題としては，次のようなことが考えられま
す。
米国はもとより，欧米諸国におきましても，また，昨年，私が大学より調
査の機会をえて東南アジアを始めとしましてオーストラリア・ニュージーラ
ンドを視察して見聞を得ました限りにおきましては，国ばかりではなく地方
公共団体にありましても，官庁の監査につきましては，民間の職業専門家で
ある公認会計士の活動を，フルに利用している状況を知ることができまし
た。例えば，監査報告書における署名は，官庁の責任者のそれであっても，
監査の実践は公認会計士にまかされています。
民間の公認会計士と官庁の共同の監査についての伝統をもつ米国において
現代における私会計監査と公会計監査一下ー （高柳） (427)95 
は，ますます官庁の監査について，公認会計士の有効な利用を考慮する方向
が求められています。その点，わが国においては，国の監査・地方自治体の
監査そして私企業の監査が，それぞれ全く無関連のまま，その発生の歴史的
な背景の違いに基いて， てんでバラバラに発展してきたこともあって， ぉ
互いにその機構を調整しあったり，あるいは交流しあう所がありませんでし
た。いまや，わが国における公認会計士の進展は，量的にはなお，諸先進国
に及ばないところはあるにしましても，その質的向上においては決して遜色
はないということができるのですから官庁監査もこの成長目覚ましい公認会
計士の援用によっては，図り知れない効果を期待出来るものと信ずるもので
す。
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